
特定非営利活動法人 子どもＮＰＯセンター福岡 

定款 

 

 

第１章 総則 

 

（名称） 

第１条 この法人は、特定非営利活動法人 子どもＮＰＯセンター福岡 と称します。 

 

（事務所）  

第２条 この法人は、事務所を福岡市に置きます。 

 

 

第２章 目的及び事業 

 

（目的） 

第３条 この法人は、子どもに関わる市民のネットワークづくりとＮＰＯの基盤づくりを

進め、ともに子どもの諸課題に取り組むことを通して、すべての子どもが尊重される社会の

実現を目的とします。 

 

（特定非営利活動の種類） 

第４条 この法人は、特定非営利活動促進法（以下、「法」といいます。）別表の、次の活動

を行います。 

（１）保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

（２）社会教育の推進を図る活動 

（３）まちづくりの推進を図る活動 

（４）学術・文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

（５）環境の保全を図る活動 

（６）人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

（７）子どもの健全育成を図る活動 

（８）情報化社会の発展を図る活動 

（９）職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

（１０）前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動 

 

（事業） 

第５条 この法人は、第３条の目的を達成するため、次に掲げる特定非営利活動に係る事業



を行います。 

（１）子どもに関わる課題に取り組む団体・個人のネットワークの構築と協働事業 

（２）子どもの権利条約の推進事業 

（３）子どもに関わる活動の推進事業 

（４）子どもに関わる課題に取組む団体・個人の支援事業 

（５）子どもに関わる活動推進のための行政・企業との協働事業 

（６）子どもとＮＰＯの状況に関する調査研究と社会的提言事業 

（７）子どもとＮＰＯに関わる情報提供事業 

 

 

第３章 会員 

 

（種別） 

第６条 この法人の会員は次の３種とし、正会員をもって法上の社員とします。 

（１）正会員 ：この法人の目的に賛同し、その運営に参画する個人・団体で、総会におけ

る議決権を有するもの 

（２）準会員 ：この法人の目的に賛同し、その活動に参加する個人・団体で、総会におけ

る議決権を有しないもの 

（３）支援会員：この法人の目的に賛同し、その実現のために支援する個人・団体 

２ 会員になろうとするものは、理事会において別に定める年会費を納入しなければなり

ません。 

 

（入会） 

第７条 正会員になろうとするものは、入会届を代表理事に提出することによって、正会員

になることができます。代表理事は、正当な理由がない限り、入会を拒んではなりません。 

２ 代表理事は、前項のものの入会を認めない場合は、速やかに、理由を付した書面をもっ

て本人にその旨を通知しなければなりません。 

３ 前項については、代表理事は理事会に報告し承認を得ることとします。 

 

（正会員の権利又は義務） 

第８条 正会員は、次に掲げる権利又は義務を有します。 

（１）総会の議決権を有します。 

（２）事業報告書、活動計算書、貸借対照表など決算に関する書類及び年度の事業計画書、

活動予算書並びに総会議事録を受領することができます。 

（３）正会員は、定款の条項、この法人の決定及び方針を尊重しなければなりません。 

 



（正会員資格の喪失） 

第９条 正会員は、以下のいずれかの場合にこの法人の正会員資格を喪失します。 

（１）退会届を代表理事に提出した場合 

（２）正会員が死亡、または正会員である団体が消滅した場合 

（３）会費の支払いが２年滞った場合 

（４）除名された場合 

 

（退会） 

第 10 条 正会員は退会届を代表理事に提出することによって、任意に退会することができ

ます。 

２ 代表理事は、前項の届けがあった場合には、理事会に速やかに報告するものとします。 

 

（除名） 

第 11 条 正会員が定款に違反した場合、あるいはこの法人の利益に反した場合、理事会は、

理事総数の３分の２以上の賛成をもって除名することができます。この場合、その会員に対

し、議決前に弁明の機会を与えなければなりません。 

 

(拠出金品の不返還) 

第 12 条 既納の会費及びその他拠出金品は、理由のいかんを問わず返還しません。 

 

 

 

第４章 役員及び職員 

 

（種別及び定数） 

第 13 条 この法人には、次の役員を置きます。 

 （１）理事 ５名以上 

 （２）監事 ２名以内 

２ 理事のうち、１名を代表理事、必要に応じて２名以内の副代表理事、専務理事及び常務

理事を置くことができます。 

 

（役員の選任） 

第 14 条 理事及び監事は、総会において正会員の中から選出します。 

２ 代表理事、副代表理事、専務理事及び常務理事は、理事会において互選により選出しま

す。 

 



（職務） 

第 15 条 代表理事は、この法人を代表し、その業務を総理します。 

２ 副代表理事は、代表理事を補佐し、代表理事に事故あるとき、又は代表理事が欠けたと

きは、代表理事があらかじめ指名した順序によってその職務を代行します。 

３ 専務理事、常務理事は、この定款の定め及び理事会の決議に基づき、この法人の業務を

統括します。 

４ 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び理事会の決議に基づき、この法人の業務

を執行します。 

５ 監事は、法第 18 条各号に掲げる職務を行うほか、同条第５号に掲げる職務を行うにあ

たって、必要と認められるときは、理事会の招集を請求することができます。 

 

（任期） 

第 16 条 役員の任期は２年とします。ただし再任は妨げません。 

２ 前項の規定にかかわらず、後任の役員が選任されていない場合には、任期の末日後最初

の総会が終結するまでその任期を伸長します。 

３ 補欠のため、または増員により就任した役員の任期は、それぞれ前任者または現任者の

任期の残存期間とします。 

４ 役員は、辞任または任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わ

なければなりません。 

 

（報酬） 

第 17 条 役員は、その総数の３分の１以下の範囲で報酬を受けることができます。 

２ 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができます。 

３ 前２項に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、代表理事が決めます。 

 

（顧問） 

第 18 条 この法人は、役員のほかに顧問を置くことができます。 

２ 顧問は、理事会の推薦により代表理事が委嘱します。 

 

（事務局長及びその他の職員） 

第 19 条 この法人に、事務局を設置し、事務局長及びその他の職員を置きます。 

２ 事務局長は、この法人の実務を執行する責任者として、理事会及び総会の決定事項を実

施し、理事会及び総会に報告する義務を負います。 

３ 事務局長の任免は、理事会がこれを行います。 

 

 



第５章 総会 

 

（種別） 

第 20 条 この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の２種とします。 

 

（構成） 

第 21 条 総会は、この法人の最高意思決定機関であり、正会員をもって構成します。 

 

（総会の権限） 

第 22 条 総会は、次の事項について議決します。 

（１）前年度の事業報告及び活動決算 

（２）年度の事業計画及び活動予算 

（３）役員の選任または解任 

（４）定款の変更 

（５）解散 

（６）合併 

（７）その他の重要事項 

 

（開催） 

第 23 条 通常総会は、毎年１回、前事業年度終了後３ヶ月以内に開催します。 

２ 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催します。 

（１）理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき 

（２）正会員総数の５分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面を 

もって招集の請求があったとき 

（３）監事から招集の請求があったとき 

 

（招集） 

第 24 条 総会は、第 23条第２項第３号の場合を除き、代表理事が招集します。 

２ 総会の招集は、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した通知を、少なくとも開

催日の７日前までに、書面又は電子メールをもって発信しなければなりません。 

 

（定足数） 

第 25 条 総会は、正会員総数の過半数の出席をもって成立するものとします。 

 

（議長） 

第 26 条 総会の議長は、代表理事が指名する理事がこれに当たります。 



 

（議決） 

第 27 条 総会の議決は、出席した正会員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによります。 

 

（表決権など） 

第 28 条 各正会員の表決権は、平等なるものとします。 

２ やむを得ず総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について、書面又

は電子メールにより表決権を行使し、または他の正会員を代理人として表決を委任するこ

とができます。 

３ ネットワーク機器等の接続によるオンライン会議システム（発信等の情報伝達の双方

向性及び即時性が確保されているものに限る。以下同じ。）によって、総会に参加し、表決

することができます。 

４ 前２項の規定により表決した正会員は、第 25条、第 27条及び第 46条の適用について

は、総会に出席したものとみなします。 

５ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わること

ができません。 

 

（総会の議事録） 

第 29 条 総会の議事については、議事録を作成し、これを保存しなければなりません。 

２ 議事録には、議長、及び出席した正会員のうちその会議で選任された議事録署名人２名

以上が署名又は記名押印をします。 

 

 

第６章 理事会 

 

（構成） 

第 30 条 理事会は理事をもって構成します。 

 

（理事会の権限） 

第 31 条 理事会は、この定款に定めるもののほか、次の事項を議決します。 

（１） 総会に付議すべき事項 

（２） 総会の議決した事項の執行に関する事項 

（３） 事務局の運営及び業務の執行に関する報告の承認 

（４）その他、総会の議決を要しない法人の運営及び業務の執行に関する事項 

 



（開催） 

第 32 条 理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催します。 

（１）代表理事が必要と認めたとき 

（２）理事総数の４分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の

請求があったとき 

（３） 監事から招集の請求があったとき 

 

（招集） 

第 33 条 理事会は、代表理事が招集します。 

２ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は電

子メールを、少なくとも７日前までに発信しなければなりません。 

 

（定足数） 

第 34 条 理事会は、理事総数の過半数の出席をもって成立します。 

 

（議長） 

第 35 条 議長は、代表理事の指名する理事がこれに当たります。 

 

（議決） 

第 36 条 理事会における議決事項は、第 33 条２項の規定によってあらかじめ通知したも

のとします。 

２ 理事会の議決は出席した理事の過半数をもって決めます。ただし、可否同数の場合は、

議長の決するところによります。 

 

（表決権など） 

第 37 条 各理事の表決権は、平等なるものとします。 

２ やむを得ず理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項について書面又

は電子メールにより表決権を行使することができます。 

３ ネットワーク機器等の接続によるオンライン会議システムによって、理事会に参加し、

表決することができます。 

４ 前２項の規定により表決した理事は、第 34 条及び第 36 条２項の適用については、理

事会に出席したものとみなします。 

 

（理事会の議事録） 

第 38 条 理事会の議事については、議事録を作成しこれを保存しなければなりません。 

２ 議事録には、議長及び出席した理事のうちその会議で選任された議事録署名人２名以



上が署名または記名押印をします。 

 

 

 

第７章 資産及び会計 

 

（資産の構成） 

第 39 条 この法人の資産は、次に掲げるものをもって構成します。 

（１）設立当初の財産目録に記載された資産 

（２）会費 

（３）寄付金品 

（４）事業に伴う収益 

（５）その他の収益 

 

（資産の管理） 

第 40 条 この法人の資産は、代表理事が管理し、その方法は理事会で定めます。 

 

（会計の原則） 

第 41 条 この法人の会計は、法第 27 条各号に掲げる原則に従って行います。 

 

（事業計画及び予算） 

第 42 条 この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、総会の議決を経なければなりま

せん。 

 

（暫定予算） 

第 43 条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しない場合には、

代表理事は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ、必要な費用

と収益を執行することができます。 

２ 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなします。 

 

（事業報告及び決算） 

第 44 条 この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する

書類は、毎事業年度終了後、速やかに、代表理事が作成し、監事の監査を受け、総会の議決

を経なければなりません。  

２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとします。 

 



（事業年度） 

第 45 条 この法人の事業年度は、毎年４月１日より翌年３月３１日までとします。 

 

 

第８章 定款の変更、解散 

 

（定款の変更） 

第 46 条 この法人が定款を変更しようとするときには、総会において正会員総数の３分の

２以上の賛成を必要とします。 

２ 法第 25 条第３項に規定する事項を変更する場合は、前項の手続きを経た後に、所轄庁

の認証を受けなければなりません。 

 

（解散） 

第 47 条 この法人の解散方法については、法第 31条に従うものとします。 

 

 

第９章 公告の方法 

 

（公告の方法） 

第 48 条 この法人の公告は、法人の掲示場に掲示するとともに官報に掲載して行いま 

す。ただし、法第 28 条の２第１項に規定する貸借対照表の公告については、この法人のホ

ームページに掲載して行います。 

 

附則  

 １．この定款は、この法人の成立の日から施行します。 

 ２．この法人の設立当初の役員は、次に掲げるものとします。 

     代表理事      大谷 順子 

     専務理事      長阿彌 幹生  

     理事      肥塚 美雪 

                   宮本 智子 

                有島 紀子 

                三宅 玲子 

                吉田 順子 

                     稲田 貴則 

                     稲村  鈴代 

                     岩戸  喜惠子 



吉栁 佳代子 

                  鈴宮  寛子 

                     須本 恭雄 

                     髙宮 由美子 

                     福井 祐二 

                     星野 剛 

           矢野  茂良 

                     若林 外志夫 

        監事         赤塚 和俊 

 

３．この法人の設立当初の役員の任期は、第１５条の規定にかかわらず、成立の日から 2006

年６月 30日までとします。 

４．この法人の設立当初の事業計画及び収支予算は、第１９条の規定にかかわらず、設立総

会の定めるところによるものとします。 

５．この法人の設立当初の事業年度は、第２４条の規定にかかわらず､成立の日から 2005 年

3 月 31 日までとします。 

 

附則 

 この定款は、 

2018 年６月 17日の通常総会により改訂し 

福岡市長の認証を受けた日（2018 年８月７日）から施行します。 

 

附則 

 この定款は、 

2020 年６月 20日の通常総会により改訂し 

福岡市長の認証を受けた日（2020 年８月 14日）から施行します。 

 

附則 

 この定款は、 

2022 年２月 27日の臨時総会により改訂し 

福岡市長の認証を受けた日（2022 年４月 28日）から施行します。 

 

 


